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第７節 商務情報政策局 

 
情報政策 

１．政府における取組 

(1)  概要 

情報通信技術（ＩＴ）の活用により世界的規模で生じて

いる急激かつ大幅な社会経済構造の変化に適確に対応す

ることの緊要性にかんがみ、高度情報通信ネットワーク社

会の形成に関する施策を迅速かつ重点的に推進するため、

政府は 2000 年、「高度情報通信ネットワーク社会形成基本

法（ＩＴ基本法）」を制定した。翌 2001 年１月には、同法

に基づき、内閣に、「高度情報通信ネットワーク社会推進

戦略本部（ＩＴ戦略本部）」を設置し、2005 年までに世界

最先端のＩＴ国家になることを目標とした「ｅ－Japan 戦

略」を策定した。 

それから２年が経過し、確かに日本においてインターネ

ットは急速に普及した。「高速インターネットを 3,000 万

世帯に、超高速インターネットを 1,000 万世帯に」という

「利用可能環境整備」の目標は達成され、実利用数でもＤ

ＳＬ（デジタル加入者線）が 700 万世帯以上に普及し、そ

の月額利用料金は世界で最も安い水準になった。また、電

子商取引や電子政府関連の制度的な基盤整備も進んでき

た。 

 

このように、「ｅ－Japan 戦略」の下、我が国のＩＴ基

盤整備は飛躍的に進んだものの、ＩＴの利活用面はまだ、

不十分な水準にあった。そこで、ＩＴ基盤を生かしつつ、

ＩＴの利活用を推進することで、社会・経済システムを積

極的に変化させようという理念の下、2003 年７月に「ｅ

－Japan 戦略Ⅱ」が策定された。 

2003 年８月には、具体的な行動計画としての「ｅ－

Japan 重点計画－2003」を策定した。そこでは、2005 年に

世界最先端のＩＴ国家になるとともに、2006 年以降も世

界最先端であり続けることを目指し、「ｅ－Japan 戦略Ⅱ」

にしたがって、政府が迅速かつ重点的に実施すべき 366

の具体的施策を記述した。 

他方、2005 年を目前にして、世界最先端のＩＴ国家に

向けての課題も明確になってきた。 

評価専門調査会（2003 年８月設置）は、2004 年３月に

取りまとめた中間報告書の中で、ＩＴの利活用に関して、

その進捗が遅れている分野があると指摘し、先導的 7分野

における取組を着実に進めるよう提言している。また、「ｅ

－Japan 戦略Ⅱ加速化パッケージ」（2004 年２月ＩＴ戦略

本部決定）では、重点的に政策を展開すべき５分野を定め、

それぞれの分野における残された課題に対する施策を取

りまとめた（参照図：政府におけるＩＴ政策の取組）。 

 

図：政府におけるＩＴ政策の取組 
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こうした課題を一つ一つ解決し、我が国が、世界が羨む

ような最も輝いた国の一つとなり、将来にわたった活力を

生み出すために、「ｅ-Japan 重点計画-2004」において、

ＩＴ戦略本部を中心に政府一丸となって必要な施策を戦

略的、重点的かつ迅速に推進することが定められた。 

 

(2)  ｅ－Japan 戦略Ⅱ（要旨） 

(ア) 先導的取組によるＩＴ利活用の推進 

ＩＴ利活用の推進とは、「元気・安心・感動・便利」社

会を実現するための具体的な手段を提供することであり、

社会的に大きな利益を生み出す仕組みを構築することで

もある。こうした観点から、国民にとって身近で重要な７

つの分野における先導的取組を提案する。それらは、〔1〕

医療、〔2〕食、〔3〕生活、〔4〕中小企業金融、〔5〕知、〔6〕

就労･労働、〔7〕行政サービスである。これら７分野にお

けるＩＴ利活用の取組を、民と官が連携して実践すること

により、国民が便益を身近に実感することができる。同時

に企業にとっても、ＩＴの利活用を進めることにより、効

率的な資金調達、業務改善による生産性の向上、高付加価

値化による新たなサービスと市場の創出、国際競争力の回

復が可能となる。社会的に大きな効果が期待できるこうし

た分野から先導的にＩＴの利活用を行い、その成果を広く

国民に提示することにより、今後この輪を広げていく。 

(イ) 新しいＩＴ社会基盤の整備 

我が国がＩＴ戦略の第一期において重点的に進めてき

たＩＴ基盤の整備は、第二期のＩＴ利活用の高度化に不可

欠な社会基盤整備として更に推進する必要がある。21 世

紀の新たな価値や産業創造を支えると同時に、ますます多

くの人々が、様々な機器を通して、安全・快適に超高速・

高速ネットワークにつながること、その上を多様なコンテ

ンツが流通し、新しいサービスや価値をいつでも享受でき

る環境を整備することが目標である。このために「次世代

情報通信基盤の整備」、「安全・安心な利用環境の整備」、

「次世代の知を生み出す研究開発の推進」、「利活用時代の

ＩＴ人材の育成と学習の振興」を行う。また、我が国が特

にアジア諸国との間でＩＴを軸とした新たな国際関係を

展開し、地域としての産業振興と中長期的な安定を目指す

ことも必要である。 

 

(3)  ｅ－Japan 重点計画－2004 

e-Japan 重点計画－2004 は、次の２つの位置づけを有し

ている。 

(ア) ・ラスト・プログラム：2005 年の目標達成を確実に

する重点計画 

第一に、「ｅ-Japan 戦略Ⅱ加速化パッケージ」に盛り込

んだ施策を具体化し、発展させることにより、「ｅ-Japan

戦略Ⅱ」を一層加速化する。 

第二に、「ｅ-Japan 戦略Ⅱ」で謳った戦略的７分野にお

ける施策を重点的に展開することにより、ＩＴ利活用を一

層促進する。 

(イ) プレ・プログラム：2006年以降の布石を打つ重点計画 

「ｅ-Japan 戦略Ⅱ」は、2005 年に世界最先端のＩＴ国

家となるという目標を実現するとともに、2006 年以降も

世界最先端であり続けることを目指している。 

そのため、将来のＩＴ社会の種を蒔き、2006 年以降も

世界最先端であり続ける上での布石となる施策を盛り込

む必要があり、中長期的な観点から取り組むべき施策につ

いても盛り込むこととする。 

(ウ) 先導的取組によるＩＴ利活用の推進 

「ｅ－Japan 重点計画－2004」では、ＩＴ戦略の第二期

である「ｅ－Japan 戦略Ⅱ」を踏まえ、これまでの取組に

より整備が進んできたＩＴ基盤を活用し、「社会全体が元

気で、安心して生活でき、新たな感動を享受できる、これ

まで以上に便利な社会」を実現するという観点から、特に

国民にとって身近で重要な７つの分野、すなわち、〔1〕医

療 、〔2〕食、〔3〕生活、〔4〕中小企業金融、〔5〕知、〔6〕

就労・労働、〔7〕行政サービスにおける先導的取組を新た

に推進することとする。 

(エ) 重点政策５分野 

我が国がＩＴ戦略の第一期において重点的に進めてき

たＩＴ基盤の整備は、第二期のＩＴ利活用の高度化に不可

欠な社会基盤整備として更に推進する必要がある。このた

め、「ｅ－Japan 重点計画－2003」では、前述の先導的取

組７分野のみならず、「ＩＴ基本法」第 35 条に基づき、高

度情報通信ネットワーク社会の実現のために特に重点的

に施策を講ずべき次の５分野についても、引き続き政策資

源の集中的、効果的配分を行うこととする（210 施策）。 

 (A)  世界最高水準の高度情報通信ネットワークの形成 

 (B)  人材の育成並びに教育及び学習の振興 
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 (C)  電子商取引等の促進 

 (D)  行政の情報化及び公共分野における情報通信技術

の活用の推進 

 (E)  高度情報通信ネットワークの安全性及び信頼性の

確保 

(オ) 横断的な課題 

先述の先導的取組７分野及び重点政策５分野の施策を

推進して高度情報通信ネットワーク社会を実現するに当

たっては、これらに共通して対応することが必要となる横

断的な課題が存在することから、政府として、次に挙げる

５つの共通課題についても積極的な対応を行うこととす

る（89 施策）。 

 (A)  研究開発の推進 

 (B)  ＩＴを軸とした新たな国際関係の推進 

 (C)  デジタル・ディバイドの是正 

 (D)  社会経済構造変化に伴う新たな課題への対応 

 (E)  国民の理解を深める措置 

 
(4)  評価専門調査会 

高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部令（平成

12 年政令第 555 号）第２条の規定に基づき、ｅ－Japan

戦略Ⅱに関する政府の取組状況の評価等を行うため、評価

専門調査会を設置し、ＩＴ政策のＰＤＣＡサイクルの確立

を図った。 

専門調査会の委員は、高度情報通信ネットワーク社会の

形成に関し優れた見識を有する者のうちから、内閣総理大

臣が任命（当該委員が高度情報通信ネットワーク社会推進

戦略本部員の場合にあっては、高度情報通信ネットワーク

社会推進戦略本部長が指名）する。 

 

２．情報サービス産業の現状 

2004 年における情報サービス産業の事業所数は、7,110

事業所、前年比 3.7％の減少となった。事業所の再編や

中・小規模事業所を中心とした事業所の統廃合などから

1997 年以降減少が続いている。 

2004 年の就業者数は、56 万 9,542 人、前年比 0.4％の

増加となった。 

2004 年の年間売上高は、14 兆 5,271 億円、前年比 2.5％

の増加であった。年間売上高の推移を見ると、旺盛な情報

化投資を受け、1995 年以降 10 年連続して増加となってい

るものの、金融、保険関連需要の一巡などもあり、その伸

び率は大きくない。１事業所当たりの年間売上高は 20 億

4,319 万円で、前年比 6.4％増と、引き続き増加傾向で推

移している。 

年間売上高を業務種類別にみると、売上高の５割近くを

占める「受注ソフトウエア開発」が前年の減少から、2.2％

の増加に転じたものの、次にシェアの高い「情報処理サー

ビス」は前年比マイナス 1.3％と２年連続の減少となった。 

「システム等管理運営受託」は前年比 6.9％の増となっ

ており、伸び幅は小さくなったもののシステム管理運営業

務のアウトソーシングは、引き続き旺盛なことがうかがわ

れる。 

また「ソフトウェア・プロダクツ」では、「ゲームソフ

ト」が大幅に増加したものの、「業務用パッケージ」等が

減少したため、全体では前年比 4.3％の小幅な増加となっ

ている。 

 

 
（出典）平成 16 年特定サービス産業実態調査確報 
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（出典）平成 16 年特定サービス産業実態調査確報 

 

 
（出典）平成 16 年特定サービス産業実態調査確報 

 
３．情報通信機器産業の現状 

情報通信機器は、電子計算機、家庭用電気機器（家電）、

音楽映像機器（ＡＶ機器）、事務用機器など幅広い品目か

らなる。2003 年度には、液晶ディスプレイやＤＶＤレコ

ーダーに代表されるデジタル家電分野の市場が成長を遂

げた。2004 年度においても、デジタル家電分野では更に

市場が拡大しており、関連企業の設備投資も活発化し、我

が国産業全体の景況回復を牽引している。 

個別製品では、猛暑の影響で冷蔵庫やルームエアコンの

国内出荷が３年ぶりに前年比プラスとなり、大型の液晶テ

レビ、ＰＤＰテレビなどのデジタルＡＶ機器がアテネ五輪

の影響で大幅に伸びた。また、本格普及期に入ったカーナ

ビゲーションシステムも好調を維持した。 

我が国企業は、欧米企業に比べて遅れた経営改革や東ア

ジア企業の台頭、価格の下落による収益の低迷に直面して

いる。このため、国際競争力の回復・強化に向け、事業の

絞り込みや組織改編、企業の枠組みを超えた合従連衡など

の「選択と集中」に取り組んでいる。 

 
４．半導体産業の現状 

半導体産業は、マイクロプロセッサ（ＭＰＵ）などのロ

ジック系製品やＦＬＡＳＨメモリを製造する産業であり、
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急速に進展する高度な技術を必要とし、莫大な額の設備投

資費用、研究開発費用を要する。 

台湾企業に代表される製造部門に特化した半導体受託

製造企業（ファウンドリ）の成功、欧米などにおける設計

に特化した半導体設計企業（ファブレス）の台頭などによ

り、半導体の設計と製造を分離する水平分業体制が進展し

ている。また、各社とも選択と集中を進め、自社の強い製

品分野に、より一層特化していく傾向がある。 

我が国は、1988 年に世界半導体出荷シェアの約 50％を

占めていたが、2004 年には約 25％までシェアが落ち込ん

だ。我が国企業は国際競争力を高めるため、コスト削減、

事業の絞り込みや個別企業の枠を超えた事業の合従連衡

などにより抜本的な事業改革に取り組んでいる。 

特に価格競争の激しい汎用ＤＲＡＭについては、国内各

社は事業撤退し、国内で汎用ＤＲＡＭを扱うのはエルピー

ダメモリ１社となっている。 
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図：半導体産業における事業再編の動き 

 

 
図：半導体産業における事業再編の動き 

 
５．電子政府の実現 

(1)  概要 

電子政府の構築は、行政分野へのＩＴの活用とこれに併

せた業務や制度の見直しにより、利用者本位の行政サービ

スの提供と予算効率の高い簡素な政府の実現を目標とし

ている。 

経済産業省では、電子政府構築計画に則り世界最先端の

電子政府となることを目指し、〔1〕バックオフィス（内部

管理業務）、ミドルオフィス（政策立案・企画等業務）、フ

ロントオフィス（窓口業務）すべての領域にわたる業務の

抜本的な見直しと合理化、〔2〕省の経営資源を発掘、進化、

連携、拡大させるためのツール開発と、資源を最適に配

置・連携させるための環境・システム作り、〔3〕顧客のニ

ーズに対応した電子サービスの提供が可能となるような
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体制作り、などの改革を進めることを掲げている。 

 
(2)  政府における取組の経緯 

電子政府の推進については、2003 年７月に各府省情報

化統括責任者（ＣＩＯ）連絡会議で決定された「電子政府

構築計画」に基づいて取組を進めた結果、2003 年度末時

点において、国の行政機関が扱う申請・届出手続の 96％

がオンライン化されるなどの成果が得られた。 

2004 年６月には、それまでの進捗状況を踏まえて、電

子政府構築計画を改定し、オンライン利用の促進など国民

の利便性・サービス向上の具体化に取り組むとともに、「業

務・システム最適化計画」を策定することになっている各

分野について、業務・システムの「見直し方針」を遅くと

も 2005 年６月までに策定し、事前に改革の全容を明確化

していくことを示した。 

そして、内部管理業務の効率化において、特に重要なも

のについては、作業を加速化し、2004 年２月に人事・給

与等業務、同年７月に共済業務、2005 年３月には共通シ

ステムの業務・システム最適化計画を策定している。また、

国民の利便性・サービスの向上の面でも、2004 年３月に

策定した「行政ポータルサイトの整備方針」を受けて、「行

政情報の電子的提供業務及び電子申請等受付業務の業

務・システム見直し方針」を 2004 年７月に決定し、政府

全体で行政ポータルサイトの統一性の確保や電子申請の

利便性の向上を目指すこととした。 

併せて、各省における業務・システム最適化に係る作業

の統一的実施手順となるよう、ＣＩＯ連絡会議事務局にお

いて定めた「業務・システム最適化計画策定指針（ガイド

ライン）」を数度にわたって改訂し、最適化実施に伴う留

意事項などを規定している。 

 
(3)  経済産業省の電子政府への取組 

経済産業省では、最適化計画策定における府省共通業

務・システムの担当府省とされた「物品調達、物品管理、

謝金・諸手当、補助金及び旅費（その他官房基幹業務）」

の業務・システム最適化計画を、2004 年９月 15 日にＣＩ

Ｏ連絡会議において決定した。引き続き、経済産業省が中

心となって、各種会計関係システムとの連携に留意しつつ、

仕様等の検討を進めている。 

また、貿易管理業務（輸出入及び港湾・空港手続関係業

務）の業務・システム最適化計画についても、2005 年３

月に決定している。 

そのほか、いわゆる旧式（レガシー）システムである特

許事務システムについては、「レガシーシステム見直しの

ための特許庁行動計画（アクション・プログラム）」に基

づく刷新可能性調査を実施後、2004 年 10 月に最適化計画

を策定した。 

そのほか、一部関係府省業務・システムである「国家試

験業務」及び個別府省業務・システムの「工業標準策定業

務」についても、最適化計画の策定に当たって、経済産業

省が他府省に先駆けて登用したＣＩＯ補佐官のフォロー

を得ながら、適切に進めている。 

予算については、経済産業省では、2004 年度から３年

間、電子政府関連予算をモデル事業とし、弾力的な執行を

活用して、電子政府の効果的な推進を図っている。また、

モデル事業の成果目標をあらかじめ数値で示し、毎年度終

了後、目標の達成状況を評価することとしている。 

 
６．人材育成 

社会経済全体におけるＩＴ利用の拡大及びＩＴ産業全

体に占めるソフトウエアやサービスによる付加価値の増

大につれ、単なるＩＴの使い手としてのみならず、価値創

造者としての高度ＩＴ人材育成の必要性が増大している。 

社会経済全体を支え、かつあらゆる産業の付加価値の源

泉ともいえるＩＴ産業の健全な発展のため、経済産業省で

は、ＩＴサービスの実務能力を明確化・体系化した指標（Ｉ

Ｔスキル標準）の普及や、情報処理技術者試験の実施、戦

略的な観点から企業経営者にＩＴの活用を立案できる人

材の利用促進等の各種施策を実施する。 

 
(1)  ＩＴスキル標準の策定・普及事業 

高度なＩＴ技術者の育成･活用を図るために、ＩＴサー

ビスの提供に必要とされる実務能力を明確化・体系化した

指標である「ＩＴスキル標準」を 2002 年５月に公開し、 

また、ＩＴ企業や教育機関、民間研修事業者などがＩＴ

スキル標準に対応した教育訓練を実施する際に有用な研

修体系の参照モデルとなる「研修ロードマップ(Ver.1.0)」

を 2003 年７月に公表した。 

これらについては、2003 年７月に独立行政法人情報処

理推進機構に設立されたＩＴスキル標準センターにおい
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て、随時、改訂・普及活動が行われている。 

また、2004 年 10 月に独立行政法人情報処理推進機構に

設立された「ソフトウェア・エンジニアリング・センター」

において、組込みソフトウエア開発力強化のため、組込み

ソフトウエア技術者のスキル標準である「組込みスキル標

準（ＥＴＳＳ）」の策定を行った。 

組込みスキル標準は、「スキル基準」、「キャリア基準」、

「教育カリキュラム」で構成される。2005 年５月の公表

をめどに、「スキル基準（Ver.1.0）」「キャリア基準（Draft

版）」「教育カリキュラム（Draft 版）」を策定している。 

 
(2)  経営者をサポートする人材の育成（戦略的情報化投

資活性化支援事業（ＩＴＳＳＰ）とＩＴコーディネータ

制度） 

情報技術（ＩＴ）の急速な進展に伴い、企業にとっては

情報化投資に積極的に取り組み、経営革新をいかに進めて

いくかということは避けて通れない課題となっている。し

かし、中堅・中小企業の実態をみると、非効率なＩＴ投資

が行われてきた可能性があった。このため、1999 年６月

にまとめられた産業構造審議会情報産業部会情報化人材

対策小委員会の提言（中間報告）を受け、情報化戦略立案

に関する経営者向けの普及啓蒙や情報提供等を行う戦略

的情報化投資活性化支援事業（ＩＴＳＳＰ）を 1999 年度

より開始し、経営とＩＴの双方に通じ、経営者の立場にた

って経営戦略の立案からそれを実現するシステムの構

築・導入までを一貫してサポートできる人材（ＩＴコーデ

ィネータ）を育成し、中小企業の戦略的ＩＴ化を支援して

きた。また、2004 年度には、全国９地域に「地域ＩＴ経

営応援隊」を立ち上げて、中小企業の戦略的情報化投資を

支援する組織作りにも取り組んでいる。ＩＴコーディネー

タ制度の運営主体として 2001 年２月１日に「ＩＴコーデ

ィネータ協会」がＮＰＯ法人として設立され、ＩＴコーデ

ィネータの育成・認定事業が開始されている。 

2004年 12月までにＩＴコーディネータ協会によって認

定された全国のＩＴコーディネータ並びにＩＴコーディ

ネータ補の数は累計 5,701 名となった。なお、ＩＴコーデ

ィネータ補は、実務経験、継続学習を積み、ＩＴコーディ

ネータ協会が定める所定の基準を満たして昇格申請を行

うことでＩＴコーディネータに認定される。 

 

(3)  情報処理技術者試験の実施 

情報処理技術者試験は、情報処理技術者の育成・確保の

一環として、1970 年から「情報処理の促進に関する法律」

（旧名称「情報処理振興事業協会等に関する法律」）に基

づく国家試験として実施されている。 

なお、2004 年度までの応募者数・受験者数・合格者数

の累計はそれぞれ、応募者数 12,404 千人、受験者数 7,944

千人、合格者数 1,324 千人であった。 

 
７．ＩＴ投資促進税制 

企業は、積極的にＩＴ投資を行うことにより、企業経営

の様々な場面において効率化を図り、新しい取組を行うこ

とが可能となる。このような積極的なＩＴ投資を促進する

ため、2003 年度税制改正において「ＩＴ投資促進税制」

が創設された。 

本税制により、すべての企業を対象に 2003 年１月１日

から 2006 年３月 31 日までの期間内に、ハードウェアだけ

でなくソフトウエアを含む一定のＩＴ設備等を取得し、こ

れを国内にある事業の用に供した場合には、取得価額の

10％相当額の税額控除と取得価額の 50％相当額の特別償

却との選択適用が認められた。また、資本金３億円以下の

法人については、一定のリース資産の賃借をして、これを

国内にある事業の用に供した場合には、リース費用の総額

の 60％相当額について 10％相当額の税額控除が認められ

た。当期の法人税額の 20％相当額を限度とし、控除限度

超過額については１年間の繰越が認められた。 

 
８．情報セキュリティ政策 

ＩＴが社会基盤化する中、情報セキュリティを基軸に世

界最高水準の「高信頼性社会」を構築すべく、2003 年 10

月に産業構造審議会情報セキュリティ部会において「情報

セキュリティ総合戦略」を取りまとめた。本戦略に基づき、

次の施策を展開している。 

 
(1)  コンピュータセキュリティ早期警戒体制の整備 

経済産業省は、1990 年度から「コンピュータウイルス・

不正アクセス届出事業」を、2003 年度から「インターネ

ット定点観測事業」を実施し、コンピュータウイルスや不

正アクセスに係る早期警戒体制を整備してきた。 

このような中、2003 年８月に発生した「ＭＳブラスタ
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ー」のように、コンピュータウイルス等の性質は、単純な

ウイルスファイルを電子メールに添付して広めるものか

ら、ソフトウエア等がもつ安全性上の問題箇所（以下、「脆

弱性」という。）を直接攻撃するものへと高度化し、その

感染速度も急速に速まりつつある。 

このようなソフトウエア等の脆弱性への対策は、ソフト

ウエア製品開発者等の利益に直結せず、自ら気づきにくい

側面もあることから、事業者の自発的な改善が期待できな

い状況にある。 

こうした現状を踏まえ、早期警戒体制の対象を、従来の

コンピュータウイルス及び不正アクセスから、〔1〕ソフト

ウエア製品（ＯＳ、データベース、プロトコルの実装等）

及び〔2〕Ｗｅｂサイトの脆弱性にまで拡大し、一般のコ

ンピュータ利用者やソフトウェアメーカーなどが発見し

た脆弱性関連情報が、悪意の者の手に渡る前に機密性を保

持しつつ迅速に流通させ、ソフトウェアメーカー等による

対策の策定・公表等につながるよう脆弱性情報流通体制の

整備を行っている。 

 

(2)  企業・個人の情報セキュリティ対策の推進 

我が国の経済社会活動・安全保障に密接に関連する情報

セキュリティを適切に確保するためには、暗号技術を始め

とした技術的な対策が不可欠であるが、企業における情報

セキュリティに関する事件・事故の原因のうち、約８割は

内部要因（内部からの情報漏洩等）であることを踏まえれ

ば、組織的な対策も極めて重要である。 

技術的な情報セキュリティ対策については、安全なＩＴ

製品や暗号を社会に広く普及させる観点から、ＩＳＯ／Ｉ

ＥＣ15408 に基づくＩＴセキュリティ評価・認証制度の運

用や、2003 年２月に暗号技術検討会（座長：今井秀樹東

京大学教授）において策定された電子政府推奨暗号リスト

に掲載された暗号の監視、安全性及び信頼性確保のための

調査・検討等を実施している。また、より高度な本人認証

等を実現するため、ＰＫＩ（Public Key Infrastructure：

公開鍵基盤）を用いて、本人の確認及びやりとりされる情

報が正しいことを電子的に証明する電子認証基盤の整備

を実施している。 

組織的な情報セキュリティ対策については、組織のセキ

ュリティ対策が一定の基準を満たしているか否かを客観

的に評価するため、2002 年度から国際標準（ＩＳＯ/ＩＥ

Ｃ17799）に適合しているか否かを第三者機関が認証する

情報セキュリティマネジメントシステム（ＩＳＭＳ）適合

性評価制度の普及啓発を実施している。また、2003 年度

には、個々の企業に即した弾力的な組織的対策を推進する

ため、独立した専門家が組織のセキュリティ対策を、客観

的に定められた国の基準に基づいて監査（保証又は助言）

する情報セキュリティ監査制度を創設し、その普及啓発を

実施している。 

 
９．国際関係の取組 

ＩＴ分野におけるシームレスな環境整備（標準化、ルー

ル、システム）を行うために、ＯＥＣＤ、ＡＰＥＣ、等国

際機関における多国間の協力と二国間協議を活用してい

る。また、ＷＴＯ、ＦＴＡを利用した貿易投資自由化、プ

ロジェクトを通じた市場開拓支援など我が国ＩＴ企業の

海外における事業展開の円滑化を図っている。さらには、

海外の優秀な人材、企業等の市場アクセス確保を通じた国

内市場の活性化、ＩＴ政策に関する海外の情報収集、海外

への情報発信による政策支援等を実施している。 

 

(1)  アジアＩＴイニシアティブ 

「ｅ－Japan 戦略Ⅱ」（2003 年７月２日ＩＴ戦略本部決

定）には、ＩＴを軸とした新たな国際関係の展開のための

取組として、包括的、整合的な政策実施の観点から「アジ

ア Ｉ Ｔ イ ニ シ ア テ ィ ブ （ Ａ Ｉ Ｔ Ｉ ： Asia Ｉ Ｔ 

Initiative）」を推進することが盛り込まれた。内閣官房

ＩＴ担当室を中心として、関係省庁からなるタスクフォー

スを設置し、ＩＴの利活用による国ごとの協力の在り方に

ついて検討が行われることになった。 

2003 年には、フィリピン、ベトナム、インドネシア各

国のＩＴ担当大臣と茂木ＩＴ担当大臣（当時）との間で、

各国ごとのＡＩＴＩプログラムに関する共同宣言が署名

された。 

(ア) フィリピン「ＩＴ・ソフトウエア人材の育成支援プ

ログラム」 

2004 年５月 25 日に、茂木ＩＴ担当大臣とフィリピンプ

リシマ貿易産業大臣との間で、「ＩＴ・ソフトウエア人材

の育成支援プログラム」に関する共同声明が発出された。

本共同声明により、ＪＩＣＡ技術協力形式プロジェクト

「フィリピン大学でのＩＴ人材育成プログラム」、「フィリ
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ピン－日本情報技術標準試験センターでのＩＴ人材育成

教育」、「情報処理技術者インストラクター・ＩＴエンジニ

ア養成研修」や「日本語によるＩＴビジネス研修」など各

種研修の実施、「情報処理技術者試験の実施支援」、「日・

比間のビジネス・マッチング」などの具体的事業からなる

「ＡＩＴＩ実施プログラム」を実施することが確認された。 

ベトナム「ＩＴ人材育成プログラム」 

2004 年６月 21 日に、茂木ＩＴ担当大臣とベトナムター

郵電大臣との間で、「ＩＴ人材育成プログラム」に関する

共同声明が発出された。本共同声明により、「高等教育機

関と連携をとりつつ実施するＩＴ産業のためのＩＴ人材

育成プログラム」や各種研修の実施、情報処理技術者試験

の実施支援等を含む「ＡＩＴＩ実施プログラム」の実現に

向けて調査を行い、両国の協力の下、具体化を図ることが

確認された。 

 
(2)  我が国のアジアを中心としたＩＴ国際政策 

「アジアを中心としたＩＴ国際政策の基本的考え方」

（2004 年９月 10 日ＩＴ戦略本部決定）に基づき、ＯＤＡ

の要請から実施までの期間短縮のための標準処理期間の

設定、調達における一括発注、本邦技術活用条件制度にお

ける「本邦資機材」の対象範囲の明確化、協力対象となる

システム立ち上げ経費の定義の明確化といったＩＴ分野

におけるＯＤＡの制度及び運用の改善が図られた。 

また、「ＩＴ政策パッケージ-2005」（2005 年２月 24 日

ＩＴ戦略本部決定）においては、アジアを中心としたＩＴ

国際政策に係る重点施策を策定し、アジア発の国際標準、

ＩＴ利用・活用モデルの構築等を図りつつ、アジア全域で

の高度情報通信ネットワーク社会構築に積極的に貢献す

ることが決定された。 

 

(3)  日韓電子商取引政策ダイアローグ 

本ダイアローグは、2000 年９月に金大中韓国大統領及

び森総理大臣により合意された「日韓ＩＴ協力イニシアテ

ィブ」に基づき設置され、電子商取引分野における協力の

推進を目的とした経済産業省と韓国産業資源部間の課長

級会合である。従来、民間のＥＣＯＭとＫＣＡＬＳの間で

開催されていた日韓電子商取引推進協議会の際に非公式

で行われていた課長級会合が定例化したものである。2001

年に２月に第１回会合が大分において開催されて以来、年

２回、第６回会合以降は年１回のペースで開催されている。 

本ダイアローグでは、日韓間での電子商取引に係る協力

の推進という目的の下、電子商取引に関連する事項につき

幅広く議論を行ってきた。これまでの検討事項については、

次のとおりである。 

 

 

フィリピン大学
ＩＴ研修センター

商談会・展示会開催

教官等専門家の派遣（JICA技術協力ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄによる専門家派遣）

ｶﾘｷｭﾗﾑ作成、ｶﾘｷｭﾗﾑｺﾝﾃﾝﾂ提供・機材供与（JICAﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ技術協力）

情報処理技術者試験での協力（ＩＰＡの支援）

PhilNITs
（サテライト教室）

･e-Learning
・研修実施
・試験実施

卒業

・ITビジネス起業

・日系企業への就職
・etc..

日比 ＩＴビジネスマッチングの促進

・土地、建物の提供
・ＩＴ人材育成計画の策定
・国内通信費、保守費負担

・技術協力プロジェクトに
よる支援
・各種研修事業実施
・IT技術者試験制度支援

・カリキュラム作成、教材・
教育用コンテンツ提供、
機材供与
・商談会・展示会開催 等

（JETRO事業の活用）

研修・インターシップ（AOTS、ＣＩＣＣ等による研修）

AOTS: （財）海外技術者研修協会
CICC: （財）国際情報化協力センター
IPA: （独）情報処理推進機構
PhilNITS: Philippine National IT 

Standards Foundation

フィリピン大学
ＩＴ研修センター

商談会・展示会開催

教官等専門家の派遣（JICA技術協力ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄによる専門家派遣）

ｶﾘｷｭﾗﾑ作成、ｶﾘｷｭﾗﾑｺﾝﾃﾝﾂ提供・機材供与（JICAﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ技術協力）

情報処理技術者試験での協力（ＩＰＡの支援）

PhilNITs
（サテライト教室）

･e-Learning
・研修実施
・試験実施

卒業

・ITビジネス起業

・日系企業への就職
・etc..

日比 ＩＴビジネスマッチングの促進

・土地、建物の提供
・ＩＴ人材育成計画の策定
・国内通信費、保守費負担

・技術協力プロジェクトに
よる支援
・各種研修事業実施
・IT技術者試験制度支援

・カリキュラム作成、教材・
教育用コンテンツ提供、
機材供与
・商談会・展示会開催 等

（JETRO事業の活用）

研修・インターシップ（AOTS、ＣＩＣＣ等による研修）

AOTS: （財）海外技術者研修協会
CICC: （財）国際情報化協力センター
IPA: （独）情報処理推進機構
PhilNITS: Philippine National IT 

Standards Foundation

図：フィリピン「ＩＴ・ソフトウエア人材の育成支援プログラム」全体概要 
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(ア) 第１回（2001 年２月：大分） 

・消費者保護 

・ペーパーレス貿易 

・ｅ－マーケットプレイス 

・産業別ＢｔｏＢ協力事業の推進 

・ＰＫＩフォーラムの構築 

・ｅｂＸＭＬ（企業間商取引の標準インターフェース）

アジアの構築 等 

(イ) 第２回（2001 年 10 月：済州島） 

・ペーパーレス貿易 

・電子署名認証の相互承認 

・貿易自由化（新ラウンドへの対応） 

・人材育成 等 

(ウ) 第３回（2002 年２月：鹿児島） 

・ｅ－マーケットプレイス 

・ＣＥＲＴ（Computer Emergency Response Team）協

力 

・電子署名制度 

・プライバシーマークについての相互承認 

・国際的議論（ＷＴＯ等）における両国の協力 等 

(エ) 第４回（2002 年９月：慶州） 

 〔1〕ＡＳＥＭでの協力、〔2〕ＷＴＯサービス交渉、

〔3〕ＥＵのＶＡＴ課税について議論した後、両国の

電子商取引の発展の議論の下、〔1〕ペーパーレス貿

易及びｅ－マーケットプレイスの共同構築、〔2〕電

子署名・認証制度、〔3〕消費者向けＡＤＲに関する

連携の強化、〔4〕ｅ－Learning 協力、〔5〕ＣＥＲＴ

協力について議論がなされた。 

(オ) 第５回（2003 年２月 神戸） 

・ｅ－マーケットプレイス 

・電子署名・認証制度へ向けた意見交換 

・ｅｂＸＭＬアジア構築協力 

・ＷＴＯ、ＡＳＥＭ等国際的議論における両国の協力 

(カ) 第６回（2003 年 10 月 札幌） 

・ｅ－Business（ＩＴ利活用度）共同調査 

・セキュリティ対策及びＣＥＲＴ協力 

・ＩＳＭＳ等情報セキュリティマネージメント 

・ＩＣタグの現況紹介 

(キ) 第７回（2004 年 10 月 済州島） 

・ＲＦＩＤ(Radio Frequency Identification)の意見

交換 

・ペーパーレス貿易 

・ＷＴＯ等国際的議論においける両国の協力 

・E-Health 等の取組 等 

 
(4)  日台電子商取引推進委員会合同会議 

(ア) 経緯 

今後、電子商取引は急速に拡大していくと考えられ、そ

のための環境整備の取組がグローバルなレベルでも、また

アジアレベルでも開始された（ＧＢＤｅ、ＴＥＤＩＣｌｕ

ｂ、アジアＰＫＩフォーラム等）。 

台湾は日本にとって第３位の貿易相手国であり、その高

い技術力、産業集積等から見て今後、日台間の電子商取引

の大幅な拡大が期待される。しかしながら、台湾はその特

殊性からグローバルな取組あるいはアジアにおける取組

から取り残されがちである。このため、電子商取引に係る

グローバルな取組、アジアにおける取組を念頭におきつつ、

日台間のシームレスな電子商取引の実現のために必要な

措置を具体的に検討するため、日台の民間有識者を委員と

し、日台の当局担当者をオブザーバーとする日台電子商取

引推進委員会が設置された。日本側の委員長は、鳴戸道郎

（ＧＢＤｅ日本委員（ＧＢＤｅアジア／オセアニア地域共

同議長）、(株)富士通総研 代表取締役会長）が勤めてい

る。 

(イ) 第１回日台電子商取引推進委員会合同会議 

2001 年７月 25 日、台北にて第１回日台電子商取引推進

委員会合同会議が開催され、経済産業省からは吉海商務情

報政策局審議官がオブザーバーとして出席した。結果概要

は次のとおりである。 

 (A)  日台双方から、電子商取引の推進に向けての取組

状況を説明するとともに、関心テーマに関する協力を

提案し、今後とも意見交換することとなった。 

 (B)  ＰＫＩ（公開鍵基盤）、ペーパーレス貿易について

は、引き続き専門家同士で協力を推進する。 

 (C)  ＧＢＤｅ等の電子商取引に係る世界的規模の取組

やアジアにおける取組の状況を説明するとともに今

後とも意見交換することとなった。 

(ウ) 第２回日台電子商取引推進委員会合同会議 

2002 年７月 23 日、東京にて第２回日台電子商取引推進

委員会合同会議が開催され、太田商務情報政策局局長がオ
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ブザーバーとして出席した。会合では、次のテーマについ

て報告及び意見交換が行われた。 

・ＴＥＤＩの進捗状況 

・ＰＫＩ協力の現状と展望 

・台湾の優良電子商店認証作業（トラストマーク制度）

の現状と展望 

・台湾産業の電子カタログ推進の現状と展望 

・日本と他国との電子商取引協力の現状 

・台湾中小企業のインターネット取引の現状と展望 

・ｅ－マーケットプレイスの現状 

(エ) 第３回日台電子商取引推進委員会合同会議 

2003 年 12 月２日、台北にて第３回日台電子商取引推進

委員会合同会議が開催され、岩田大臣官房審議官（商務情

報政策局担当）がオブザーバーとして出席した。会合では、

次のテーマについて報告及び意見交換が行われた。 

・ＸＭＬ／ＥＤＩ実装動向 

・アジアにおけるペーパーレス貿易 

・ＥＣＡＬＧＡの現状と今後の展望 

・ＲＦＩＤ最新情報 

(オ) 第４回日台電子商取引推進委員会合同会議 

2004 年 12 月 10 日、東京にて第４回日台電子商取引推

進委員会合同会議が開催され、豊田商務情報政策局長がオ

ブザーバーとして出席した。会合では、次のテーマについ

て報告及び意見交換が行われた。 

・ＴＥＤＩを活用したシステム連携 

・ＧＢＤｅ会合の概要報告 

・電子タグの活用実証実験 

・情報セキュリティ 等 

 
(5)  中国信息産業部等との意見交換 

(ア) 中国信息（情報）産業部との会合（2004 年 12 月） 

中国信息（情報）産業部、政策法規司副司長を団長とす

るＩＴ産業政策調査ミッションの訪日に併せて、中国信息

（情報）産業部と意見交換を実施した。同会合では、次の

議題に関して政策紹介及び意見交換が行われた。 

・日本のＩＴ政策 

・電子商取引の現状と課題 

・電子・電気製品の模倣品 

・その他、環境リサイクル、ソフトウエア、コンテン

ツ関係など 

(イ) 中国信息（情報）産業部との会合（2005 年３月） 

中国側信息（情報）産業部、外事司長、経済産業省岩田

大臣官房審議官（商務情報政策局担当）を代表にして、北

京において中国信息（情報）産業部と意見交換を実施した。

同会合では、次の議題ついて政策紹介及び意見交換が行わ

れた。 

・日中のＩＴ政策 

・知的財産保護 

・ソフトウエア人材関係 

・電子情報製品含有物質管理関係等 

 
１０．安全な電子商取引の推進 

インターネットの普及が、電子商取引を始めとした新た

な経済活動を生み出している一方で、情報管理の不備や情

報の不適切な利用によるトラブルが増加しており、国民や

産業に対する権利利益の侵害や経済的被害の発生などに

つながっている。 

こうした状況を踏まえ、2005 年４月に施行される個人

情報保護法の「経済産業分野を対象とした個人情報保護ガ

イドライン」を 2004 年 10 月 22 日に策定した。本ガイド

ラインでは、同法における必要な事項を定め、事業者等が

行う個人情報の適正な取扱いの確保を支援する具体的な

指針として、豊富な具体例を挙げながら、同法の解釈を示

している。 

また、物流効率化や新サービスを生む原動力として期待

される電子タグについて、電子タグを商品につけたまま販

売する場合に、所持している商品の属性などの情報が意図

せざる形で読み取られることが将来的に懸念されている。 

そのため、経済産業省は総務省と共同で、電子タグのプ

ライバシー保護ガイドラインを策定し、2004 年６月８日

に公表した。 

 

サービス産業 

１．サービス産業の現状 

１．１．サービス経済化の進展 

(1)  サービス産業比率の増大 

先進諸国の産業構造では、付加価値、雇用のいずれにお

いても、製造業の比率が低下し、サービス産業の比率が上

昇する、いわゆる「サービス経済化」が進展している。我

が国もサービス経済化の例外ではない。 
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図：先進諸国の名目ＧＤＰに占める 

製造業の割合の推移 

 

図：先進諸国の名目ＧＤＰに占める 

サービス産業の割合の推移 

 

「サービス産業」は、第一次産業と第二次産業以外の「広

義のサービス業」として第三次産業全体を指す場合と、第

三次産業のうち小売業等に属さず「サービス業」として分

類される医療や専門サービス業等の「狭義のサービス業」

を指す場合がある。我が国においては、第三次産業（「広

義のサービス業」）比率も「狭義のサービス業」比率も増

加しており、2001 年において、第三次産業の就業者構成

比率は、72.5％、「狭義のサービス業」就業者構成比率は、

29.7％となっている。狭義のサービス業の就業者構成比は

既に製造業の 18.2％を上回っている。1990 年代に特に生

産額、就業者数、事業所数が増加したのは、保健衛生、医

療、社会保険・社会福祉等の分野である。 

しかしながら、我が国のサービス産業比率は欧米先進諸

国と比較すると、まだ低い（参照図：日本及び欧米先進諸

国の国内総生産・全就業者に占める第三次産業比率）。特

に米国においては、1990 年代に広義のサービス産業の雇

用が約 1,500 万人増加したのに対し、我が国においては、

その約４分の１の約 410 万人の増加に止まっている（参照

図：1990 年代に拡大した日米の就業構造格差）。 

 

(2)  製造業の「サービス産業化」 

先進国のサービス経済化は、経済全体の中でのサービス

産業比率の上昇のみならず、伝統的に製造業に分類されて

いる企業の付加価値の源泉にも変化をもたらしている。例

えば、パソコン業界では、組立・加工より試作開発、販売、

アフターサービスといった部門の方が高い収益が得られ

る「スマイル・カーブ」と呼ばれる現象が生じている（参

照図：スマイル・カーブのイメージ（パソコン業界））。こ

うした中、統計上では製造業に分類される企業も経営資源

の重点を開発、販売、ソリューション事業等に移しつつあ

り、いわば製造業の「サービス産業化」とも言える製造業

におけるサービス部門の拡大が起きていると考えられる。

中には国内に全く組立・加工部門を持たないファブレス企

業も増加している。また、製造業の購入財に占めるサービ

スの割合も増加している。 

 
１．２．サービス経済化の要因 

(1)  基礎的ニーズの充足と新たなサービスニーズの高まり 

先進諸国において、サービス経済化が進展する最も基本

的な理由は、所得水準の上昇に伴う消費需要の質の変化で

ある。 

先進国では既に生活必需品のみならず家電製品、パソコ

ン、自動車など基礎的な工業製品は一通り普及し、社会資

本整備も相当進んでいる。これにより、物質的な欲求は一

応充足され、より個別、多様なニーズを満たすためのサー

ビスへの欲求が高まっている（参照図：家計の消費支出に

占める割合）。 

また、消費において、価格以外の要因を重視する消費者

が増加しており、「多少値段が高くてもアフターサービス

が充実している方がよい」と考える消費者が増えている

（参照図：消費意識の多様化）。 
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図：日本及び欧米先進諸国の国内総生産・全就業者に占める第三次産業比率 

 

図：1990 年代に拡大した日米の就業構造格差 
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図：スマイル・カーブのイメージ（パソコン業界） 

 

図：家計の消費支出に占める割合 

 

 
図：消費意識の多様化 
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さらに、我が国は、高齢化の進展など人口構成の変化、

女性の労働力率の向上など、大きな社会変化に直面してお

り、医療、健康、育児、家事などの新たなニーズが創出さ

れつつある。加えて、自由時間の充実や治安・犯罪、環境

に対する不安の解消などのニーズが拡大している。 

この結果、所得弾力性を見ても、製品消費よりもサービ

ス消費の弾力性の方が大きく、所得が増加すれば、スポー

ツ関連、教育関連、旅行関連などのサービス消費の比率が

上昇する関係が観測される。 

 
(2)  国際分業の進展 

ＩＴ、輸送技術の飛躍的な進歩、貿易投資の自由化の進

展による経済のグローバル化により、情報、資金、物、人、

技術は、従来とは比較にならない速度で世界を移動するよ

うになり、企業や工場は世界の中で最適な地点に立地する

ようになった。 

さらに冷戦終結後、従来のＮＩＥｓに加え、中国を始め

とする社会主義経済体制を採用していた国が本格的に世

界市場に参入し、工業力をつけてきたため、単純労働力に

依存する製造業の生産ラインの海外移転が進展している。 

新たな工業製品も安価な輸入品の増加等により、常にコ

モディティ化（均一化）し、付加価値は急速に低下する傾

向がある。この傾向は、今後も長期的に続いていくものと

考えられる。 

生産プロセスによって、付加価値を生み出すことが困難

になる中で、先進国は容易に模倣することができない知識、

情報によって差別化を図ることが不可欠になっている。 

特に、消費者との接点においては、サービスをカスタマ

イズ（個別化）することで常に新たな付加価値を生み出す

ことが可能であり、今や消費の段階で新しい価値が創造さ

れる時代になっている。洗練された消費者情報を迅速に入

手できる大消費地である先進国において、サービス産業が

成長していくという国際分業が進んでおり、消費者ニーズ

に直接対応するサービスは付加価値を生み出す最大の源

泉となっている。 

そのため、製造業の中でも、企画、設計、デザイン、ロ

ジスティック、マーケティング、金融、リスク管理などの

サービス部門が重要性を増しており、製造業のこれらの機

能を支援する質の高いサービス産業へのニーズも高まっ

ている。 

(3)  ＩＴ活用によるサービス産業の高度化 

サービスは主として人を介して提供されるということ

から、人が物理的に対応することができる範囲内でしか行

えなかった。しかし、ＩＴを活用することにより物理的な

距離を克服することが可能となり、膨大な人数を対象とし

たサービスの提供、事業の効率化、新たなビジネスモデル

の創造が可能となるなど飛躍的に発展してきている。例え

ば、警備業では、ＩＴを活用することにより、警備員を効

果的に配置するビジネスが生まれた。また、教育では、遠

隔教育が受けられるようになってきた。 

以上の環境変化により、かつてのように「安くて良い物

を作れば売れる」時代ではなくなり、安価・良質な製品で

あっても消費者のニーズに適応しなければ商品として売

れない時代になってきている。このため、多様化する消費

者ニーズへの対応を進める消費者向けサービス業や製造

業の中のサービス部門、事業支援サービス業の比率が高ま

るのは必然である。 

 
２．サービス業フランチャイズの発展の環境整備 

フランチャイズシステムは新規事業創出や起業活動の

有効な手段であり、2004 年度におけるサービス業フラン

チャイズの市場規模は約 2.4 兆円で着実に成長を続けて

いる。特に、同システムの発展により、地域における新規

市場の創出や地域経済の活性化等が図られることで、我が

国経済の活性化及び雇用の創出に資するものと期待され

る。 

経済産業省では、2003 年２月から「サービス・フラン

チャイズ研究会」を開催し、サービス業フランチャイズの

健全な発展に向けて、具体的な環境整備の在り方について

検討を行い、2003 年７月に提言を取りまとめた。 

同提言を踏まえ、2004 年度においては、人材育成の観

点から、フランチャイズビジネスについて正しい理解と知

識を持つ人材の参入を推進することにより、同ビジネスを

健全に発展させるべく、専門人材を育成するためのテキス

ト作成を行った。 

また、契約締結時において、本部と加盟者間のトラブル

を未然に防ぐために、本部の情報開示を徹底すべく、本部

の事前情報開示事項を掲載している「ザ・フランチャイズ

（ホームページ）」の充実を図った。 
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３．集客交流サービス 

(1)  集客交流サービス研究会の設置 

エルダー層を中心に社会的ニーズが高く、アジアを含め

た市場の拡大が期待される戦略産業であり、地域再生の中

核的産業として期待される「集客交流サービス」について、

学識者及び有識者により構成される「集客交流サービス研

究会」を設置し、集客交流サービスとそのビジネスのとし

ての在り方について議論を深めた。 

 

(2)  研究会での議論 

(ア) 集客交流サービス産業の現状と課題 

〔1〕集客交流サービスの概念、〔2〕集客交流サービス

産業の現状、〔3〕集客交流サービス産業の事業化に向けた

課題（顧客志向の推進、集客資源の活用、新しい集客交流

サービスの発展の方向性）について、議論を行った。 

(イ) 集客交流サービスの事業化に向けて 

〔1〕事業化の方向性（事業の方向性、事業化が期待さ

れる形態、事業化のポイント）、〔2〕事業化に必要な視点

（事業設計、事業の実行体制、事業の将来性・波及効果）、

について、議論を行った。 

(ウ) 今後の検討課題 

地域発の新産業としての在り方や必要な政策について、

今後の検討課題として議論があった。 

 

４．ビジネス支援サービス 

(1)  ビジネス支援サービスの促進 

ビジネス支援サービスは、広告や情報サービス、機械等

のリース・レンタル、自動車修理や機械修理のほか会計や

デザイン等の事業所サービスなど、およそ企業活動の及ぶ

分野を広く包含している。 

企業が中核事業へ経営資源を集中投入し、ＩＴ等技術革

新とその普及を前提とした業務改革を進める中で、ビジネ

ス支援サービスの市場は拡大している。 

今後も、法務・財務・会計サービス、人材派遣サービス

などにおいて、さらなる成長が期待されているが、ビジネ

ス支援サービスの発展とその戦略的活用によるユーザー

企業の産業競争力強化の実現のためには、サービスを活用

する側のノウハウの蓄積やサービス提供側の人材の育成

が重要である。 

このため、ビジネス支援サービスの全体像の整理、事業

の類型化、発展の方向性や課題についての検討を行った。 

 

(2)  ビジネス支援サービスの市場基盤整備と利用の促進 

従来、内製化されてきた企業の間接業務（経理・財務、

人事・労務、法務等）の分野において、「ビジネス支援サ

ービス」としての市場が大きく拡大する可能性を秘めてい

る。 

そこで、「経理・財務」をモデルとして、企業における

業務プロセス再構築やサービス活用、人材育成等の共通指

標として整備した「経理・財務サービススキルスタンダー

ド」の普及促進を図るため、業務プロセス改革や人材評価

手法の開発などの実証実験を行った。 

 
５．医療福祉サービス（サービス政策課） 

５．１．医療制度改革 

国民医療費は約 31 兆円（2004 年度）のところ、厚生労

働省の将来推計によると2025年度には65兆円にまで増大

する見込みである。特に老人医療費の伸びが大きく、老人

医療費の国民医療費全体に占める割合は 2025 年度では約

５割にまで達すると見込まれている。 

また、国民医療費の増大に伴い、2025 年度では医療給

付費は現時点と比べて約３倍（18 兆円→56 兆円）に増大

する見込みである。 

さらに、少子高齢社会の到来により社会保障給付費は経

済成長率を上回る勢いで伸び続けることが予測されてお

り、長期的に我が国の国力に大きなマイナス影響を与える

ことが懸念されている。 

一方で、医療・介護サービスとそれらを取り巻く健康増

進サービスや支援サービスを「産業」として捉えれば、我

が国経済、地域経済や雇用の面で大きな役割を果たすとと

もに、その活性化を図ることにより、国民の健康が増進さ

れ、その副次的効果として医療費等の財政負担を適正化で

きるとの指摘もある。 

また、医療介護関連産業は、生活密着型のサービス産業

であり、その活性化を図るためには、生活圏レベルにおい

て多様な主体が効果的な連携を行い、地域ケアの充実を図

っていくことが重要と考えられる。 

こうした観点から、経済産業省は、医療機関等の経営健

全化と医療介護関連産業の活性化に向けた課題を抽出す

るとともに、関連する諸制度（事業インフラ）の在り方に
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ついて産業政策的視点から検討を行った。 

政府においては、先述のような医療保険をめぐる厳しい

状況にかんがみ、〔1〕医療保険制度体系の見直し、〔2〕診

療報酬体系の見直しに関する「基本方針」が 2003 年３月

28 日に閣議決定された。 

その内容を具体化するために、厚生労働省では 2006 年

度の国会に提出される医療制度構造改革試案をまとめる

べく、社会保障審議会を中心に議論を行ってきた。 

（制度構造改革試案のポイント 2005 年 10 月公表） 

・予防重視と医療の質の向上・効率化のための新たな

取組 

・医療費適正化に向けた総合的な対策の推進 

・都道府県単位を軸とする医療保険者の再編統合等 

・新たな高齢者医療制度の創設 

・診療報酬体系の在り方の見直し等 

これらは、いずれも、医療制度にとって、積年の大きな

課題の解決につながるものと考えられる。この改革は国民

皆保険制度の構造改革であり、国民すべてに大きな影響が

及ぶ重要な制度改革である。 

 

５．２．介護制度改革 

他の国々に類を見ないスピードで高齢化時代を迎え、男

女とも世界一の長寿国となった我が国において、高齢者の

自立支援や予防介護、予防医療等に重点を置いた施策を推

進することが重要である。 

2000 年から介護保険制度が導入され、介護給付費は、

当初は約４兆円(2000 年)であったが、2004 年には約 5.5

兆円と増加の一途をたどっている。 

また、65 歳以上の第１号被保険者は、2000 年当初は約

2,100 万人であったが、2004 年２月現在で約 2,500 万人に

増加しており、介護認定者数も、2004 年には当初の約２

倍に当たる約 410 万人に増加している。 

このように、年々増え続ける介護給付費や介護認定者数

等の現状を踏まえ、2005 年度の国会で行われた介護保険

制度改革においては、明るく活力ある高齢社会を構築すべ

く、持続可能な保険とするための財源確保、徴収と給付の

バランス等について議論がなされた。 

（介護保険制度改革のポイント） 

・予防重視型システムへの転換 

・施設給付の見直し 

・新たなサービス体系の確立 

・サービスの質の向上 

・負担の在り方、制度運営の見直し 

・介護サービス基盤の在り方の見直し 

また、高齢者が住み慣れた地域で、健康寿命と寿命を近

づけ生き生きして自立と尊厳を持って安心して生活する

ためには、生活習慣病予防や筋力向上トレーニング等を行

うなどの自助努力も必要であり、健全な介護サービス業の

拡大と発展が必要不可欠である。 

 

６．健康サービス 

急速に高齢化が進む我が国においては、国民の健康を支

える基盤をどのように構築するか問われている。健康は豊

かな生活のための礎であり、健康に関する欲求・ニーズに

こたえていくことが健康サービス産業に求められている。 

今後、国民の多様な健康ニーズにこたえるためには、「個

人の選択」「根拠に基づく健康づくり」「健康・予防」の視

点に立った制度改革や政策展開が必要であり、その実現に

向けた国民の意識変革が重要となっている。 

健康サービス産業の振興は、少子高齢化が進む中で、日

本の経済や産業競争力が落ち込んでいくという懸念があ

る一方、逆にこれと相対して、こうした人口構造の変化を

チャンスとして、高齢化社会の中で高まるニーズに対応し

たリーディング産業の育成を目指したものである。 

このため、新しい産業政策の方針として「新産業創造戦

略」を定め、その中で重点７分野の一つとして健康サービ

ス産業を位置づけ、健康サービス産業の育成を明確に打ち

出した。 

 

(1)  健康サービス産業創出支援事業 

具体的な政策として、「健康サービス産業創出支援事業」

を実施した。本事業は、〔1〕新たな健康サービス産業の創

出を図るため、〔2〕先進的な健康サービス産業の提供体制

の構築に向けた取組について、〔3〕情報基盤整備、人材育

成、情報分析等に要する経費を支援し、全国のモデルとし

てその成果の普及を図った。全国から 152 件の申請があり、

〔1〕事業の新規性、〔2〕産業・雇用創出効果、〔3〕事業

の継続性、〔4〕根拠に基づく健康増進（ＥＢＨ）、〔5〕制

度改革、〔6〕他地域への波及効果、等を総合的に判断し、

先進的な健康サービス産業の提供体制の構築に優れた 12
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のコンソーシアムを採択した。また、事業計画等の基本調

査を実施する事業として 16 のコンソーシアムも併せて採

択した。 

採択事業は、次の４つに類型化される。 

(ア) 高齢者に対する地域コミュニティ総合健康支援シス

テムの構築（高齢者モデル：地域コミュニティにおいて

医療・福祉機関－生涯学習施設－スポーツ施設－商店街

等が連携し、情報技術等を活用した高齢者の視点に立っ

た総合ケアサービスをワンストップ提供するためのシ

ステム構築事業） 

(イ) 健保組合による健康サービス提供システムの構築

（健保組合モデル：健康保険組合、医療・福祉機関、健

康サービス産業（フィットネス産業、給食産業、住宅産

業等の健康関連産業）、大学等が連携し、保健組合員に

対する科学的根拠に基づく効果的な健康維持・増進、疾

病予防等のサービス提供を行うためのシステム構築事

業） 

(ウ) 情報技術を活用した健康サービス提供広域ネットワ

ークシステムの構築（広域ネットモデル：保健者や医

療・福祉機関等が持つ健康診断データ、カルテ情報、検

査結果等の個人データを本人の了解の下で管理・分析す

るとともの個人の生活習慣、運動量、食生活等のデータ

を加えて、テーラーメイドの科学的根拠に基づく健康プ

ログラムを作成・提供するための広域ネットワークシス

テムの構築事業。） 

(エ) 地域資源を活用した健康サービス提供システムの構

築（地域資源モデル：地域資源としての温泉、森林等を

活用し、企業－医療・福祉機関－健康サービス産業等が

連携し、温浴、森林浴等の科学的根拠に基づく健康プロ

グラムを作成・提供するためのシステム構築事業。） 

 
(2)  健康サービス産業に係わる民間の動き 

また、民間主導による健康サービス産業の自立的な発展

を促すため、〔1〕サービスの評価・普及、〔2〕人材の育成、

〔3〕技術基盤の整備等を行う、ＮＰＯ法人「健康サービ

ス産業振興機構」（理事長：高原慶一朗 ユニ・チャーム㈱

代表取締役会長、日本経済団体連合会 新産業・新事業委

員会委員長）が設立された。この法人では、健康サービス

産業の発展基盤や事業環境を整備するため、多様な活動を

行う。当面は、次の３つの活動を行う方向で検討を進める。

また、国際的交流・連携にも積極的に取り組む予定である。 

(ア) 健康サービスに係る事業の評価・普及（認証スキー

ムなど優れた健康サービスやそれを提供するビジネス

モデルを広く普及する方策を検討) 

(イ) 専門人材の育成・活用（消費者に対して適切な健康

サービスの選択をアドバイスするコンシェルジェ的な

人材の育成を検討)、 

(ウ) 技術的インフラの整備（健康機器の互換性を確保す

るためのプロトコルの整備等を検討） 

 

７．医療機器 

(1)  業界の現状 

・2004 年の市場規模は、約２兆 595 億円（前年度比 5.0％

増）である。 

・国内の医療機器産業のマーケットシェアは、内視鏡や画

像診断機器分野は内資系企業が７割以上であり競争力

を有しているが、ペースメーカーやカテーテル等の治療

器機については、外資系企業に大部分のシェアを奪われ

ており、競争力の弱い分野である。 

・医療機器産業は、その技術領域が極めて複雑多岐にわた

り、企業規模も大手企業から個人事業者まで多彩である

（中小企業の占める割合：約 75％（2003 年度））。 

・Ｘ線ＣＴ等、ハイテクで大型な製品から、メスやコンタ

クトレンズなど小型で簡易なものまで多品種にわたり、

各製品の取引量は少量（少量多品種取引）である。 

 
(2)  次世代医療機器優先分野検討会の開催 

2004 年５月に経済産業省が取りまとめた「新産業創造

戦略」において、戦略７分野の一つとして医療機器開発を

含んだ「健康・福祉・機器・サービス」を位置づけた。 

これを受けて、今後、国として重点的に開発を促進すべ

き医療機器の分野を明確にするため、2005 年２月及び３

月に学識経験者等からなる「次世代医療機器優先分野検討

会」を開催した。 

検討会では、「骨･軟骨、血管、心筋等の再生医療」、「超

音波関連装置やカテーテル等の医療機器を用いるＤＤＳ･

標的治療」、「画像診断機器の高度化やＤＤＳ分野の技術を

応用した分子イメージング」等の７分野を重点開発促進テ

ーマとして選定した。 
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(3)  厚生労働省との連携について 

既述の「次世代医療機器優先分野検討会」においては、

厚生労働省の「厚生労働科学特別研究班会議」との合同開

催とし、両省共同で重点開発促進テーマの選定を行った。 

 
８．福祉用具 

(1)  業界の現状 

福祉用具には車いすなどの福祉用具（狭義）と共用品を

含めた福祉用具（広義）がある。 

(ア) 福祉用具（狭義） 

・2003 年度の市場規模は、１兆 1,798 億円(前年度比 0.3％

減)である。 

・障害者等の身体特性等への対応する機器であり、多品種

少量生産であることから中小企業性が強い。 

・流通機構が十分に発達しておらず、小規模の小売店（い

わゆる介護ショップ）が多い。 

・2000 年４月より、一部の福祉用具の貸与（12 品目）・購

入（５品目）が、介護保険の給付対象となった（自己負

担１割）。 

(イ) 共用品 

・2003 年度の市場規模は、２兆 3,743 億円（前年度比 4.9％

増）である。 

・主な品目では、家庭電化機器が、5,910 億円（前年度比

10.1％増）、ビール・酒が、4,885 億円（前年度比 10.7％

増）である。 

・高齢社会の進展に伴い元気な高齢者など加齢による身体

機能が低下した者の増加、障害者の自立、社会参加の推

進などにより、今後の拡大が見込まれることから、大企

業から中小企業まで多彩である。 

(2)  開発・普及 

＜障害者等ＩＴバリアフリー推進のための研究開発＞ 

障害者等の安全で円滑な移動を支援するため、障害者等

が共通に利用でき、かつ、障害者等に使いやすい利用者端

末として、携帯電話等を用いた移動支援システムの開発及

び、ＰＤＡ移動支援システムの普及のため「第 11 回ＩＴ

Ｓ世界会議」ＩＴＳショーケースへの出展等に協力した。 

 

コンテンツ産業 

１．コンテンツ産業の現状 

１．１．コンテンツ産業の国際競争力の現状と市場の推移 

(1)  世界コンテンツ産業の現状 

・世界のコンテンツ産業の成長率は、2004 年で約 140 兆

円（約１兆３千億ドル）となっており、2008 年には、

約 180 兆円（約１兆６千億７百億ドル）まで成長すると

見込まれている。成長率は、2004－2008 年の期間で平

均 6.3％となることが予測される。 

・世界銀行「Global Economic Prospects 2005（2004 年

11 月）」による、2004 年、2005 年の世界全体の経済成

長率予測がそれぞれ 4.0％、3.2％であることと比較す

ると、コンテンツ産業の成長はこれをはるかに上回る水

準で成長していくと期待できる。 

・特に、アジア地域では今後コンテンツ産業の急速な成長

が見込まれている。アジア地域のコンテンツ産業は

2004年から2008年まで一貫して世界のコンテンツ産業

全体の成長率よりも高い水準で推移していくと見込ま

れている。 

世界コンテンツ産業の成長予測
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アジアにおけるコンテンツ産業成長率予測
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出所：コンテンツビジネスアジア連携研究会報告書（2005 年８月） 

図：世界のコンテンツ産業成長率予測 
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(2)  世界で受け入れられる我が国コンテンツ産業 

・日本のコンテンツ産業は、世界から非常に高い評価を受

けている。例えば、北野武監督の「座頭市」が 2003 年

のベネチア国際映画祭銀獅子賞に選定されたほか、宮崎

駿監督の「ハウルの動く城」も 2004 年のベネチア国際

映画祭技術貢献賞を受賞するなど、各国で開催されてい

る国際映画祭での受賞も多くなってきている。 

・また、日本でヒットした「呪怨」のリメーク版「The Grudge

（清水崇監督）」は日本人監督として全米の興行ランキ

ングで初めて首位を獲得したほか、これと同週に、同じ

くリメーク作品である「Shall we dance?」が３位を記

録するなど、海外ビジネスにおける成功事例も現れてい

る。 

 

(3)  市場規模推移 

・対象産業：映画、音楽、ゲーム、アニメ、放送、出

版、新聞 

・業界規模：生産額 12.8 兆円 

出版・新聞
 55,845億円

映像
44,194億円

音楽
16,623億円

ゲーム
11,244億円

コンテンツ市場規模：12.8兆円

〔デジタルコンテンツ白書２００４ 〕

放送収入、映画興行、
映像ソフト（販売・レン

タル）、配信等

新聞、書籍、雑誌、
オンライン出版、
オンラインＤＢ等

ｱｰｹｰﾄﾞｹﾞｰﾑ、ｹﾞｰﾑｿ
ﾌﾄ、ｵﾝﾗｲﾝｹﾞｰﾑ、

携帯ｹﾞｰﾑ、等

カラオケ、ＣＤ、
ｺﾝｻｰﾄ、配信（
ネット・携帯）等

図：2004 年コンテンツ産業市場規模 

 

１．２．国家戦略に位置づけられるコンテンツ産業 

2002 年度は、まさにコンテンツ政策が国家戦略に位置

づけられた一年であった。2003 年３月、内閣総理大臣を

本部長とする知的財産戦略本部が設置され、同年７月知的

財産推進計画を決定し、コンテンツビジネスの飛躍的拡大

に係る施策が掲げられた。 

さらに、重要政策課題としてコンテンツを専門に調査検

討する知的財産戦略本部コンテンツ専門調査会（座長：ウ

シオ電機(株)牛尾治朗会長）が設置され、同年コンテンツ

ビジネス振興を国家戦略の柱と位置づけ、我が国のコンテ

ンツビジネスの課題を明らかにする「コンテンツビジネス

振興政策」が取りまとめられる（2004 年３月）など、ま

さに、コンテンツ産業の国際競争力強化が国家戦略として

位置づけられた年であった。 

＜コンテンツ政策の流れ＞ 

○日本経団連エンターテイメント・コンテンツ産業

部会発足（2003 年８月） 

○コンテンツ産業振興議員連盟設立（2003 年 12 月）

○知的財産戦略本部コンテンツ専門調査会「コンテ

ンツビジネス振興政策」取りまとめ（2004 年３月）

○知的財産振興計画 2004 策定「第４章コンテンツ

ビジネスの飛躍的拡大」（2004 年５月 27 日） 

○コンテンツ促進法成立（2004 年６月４日公布） 

○コンテンツ産業を先端的な新産業分野と位置づ

けた「新産業創造戦略」を策定（2004 年５月 17

日）、同戦略を「骨太の方針」（2004 年６月４日）

に反映 

 

１．３．国内産業構造の現状と課題 

(1)  現状 

映画配給会社、テレビ放送局などのコンテンツ流通部門

が寡占的傾向にある中で、コンテンツの制作事業者は、制

作資金調達、マーケティング等において流通事業者に大き

く依存せざるを得ない状況にある。このため、コンテンツ

産業では付加価値の多くを流通事業者が取得する構造に

あり、コンテンツ自体の価値を創造する生産部門が必ずし

も成果に応じたリターンを得られていない状況にある。 

ⅠⅠ．．海外市場、ブロードバンド市場など新しいフロンティア市場の立ち上げ、海外市場、ブロードバンド市場など新しいフロンティア市場の立ち上げ、
映像市場のデジタル化を促進し、コンテンツ産業の構造改革を推進する。映像市場のデジタル化を促進し、コンテンツ産業の構造改革を推進する。

①①コンテンツ産業の積極的国際展開コンテンツ産業の積極的国際展開
－東京国際映画祭へのマーケット機能付与、国際コンテンツ見本市出展支援、海賊版対策拠点整備等－東京国際映画祭へのマーケット機能付与、国際コンテンツ見本市出展支援、海賊版対策拠点整備等

②②ブロードバンド市場の確立ブロードバンド市場の確立
－不正利用対策、コンテンツから端末機器まで一気通貫した情報家電開発環境整備－不正利用対策、コンテンツから端末機器まで一気通貫した情報家電開発環境整備

③③デジタルシネマの普及推進デジタルシネマの普及推進
－標準化、ビジネスモデルの確立、人材育成等の検討を行うデジタルシネマ推進フォーラムの開催－標準化、ビジネスモデルの確立、人材育成等の検討を行うデジタルシネマ推進フォーラムの開催

ⅡⅡ．．生産部門を活性化し、優秀な人材を惹き付けることを目指す。生産部門を活性化し、優秀な人材を惹き付けることを目指す。

④④コンテンツ人材の育成コンテンツ人材の育成
－プロデューサー育成カリキュラム・テキストの作成、３ＤＣＧ教育カリキュラムの策定等－プロデューサー育成カリキュラム・テキストの作成、３ＤＣＧ教育カリキュラムの策定等

⑤⑤流通事業者と制作事業者の間の公正な取引環境の確立流通事業者と制作事業者の間の公正な取引環境の確立
－下請法施行に伴う競争政策の充実、モデル契約の策定等－下請法施行に伴う競争政策の充実、モデル契約の策定等

⑥⑥制作事業者による資金調達環境の整備制作事業者による資金調達環境の整備
－知的財産権信託及び信託事業会社の解禁、商品ファンド法上の許可要件の緩和、政策金融による補完等－知的財産権信託及び信託事業会社の解禁、商品ファンド法上の許可要件の緩和、政策金融による補完等

ⅠⅠ．．海外市場、ブロードバンド市場など新しいフロンティア市場の立ち上げ、海外市場、ブロードバンド市場など新しいフロンティア市場の立ち上げ、
映像市場のデジタル化を促進し、コンテンツ産業の構造改革を推進する。映像市場のデジタル化を促進し、コンテンツ産業の構造改革を推進する。

①①コンテンツ産業の積極的国際展開コンテンツ産業の積極的国際展開
－東京国際映画祭へのマーケット機能付与、国際コンテンツ見本市出展支援、海賊版対策拠点整備等－東京国際映画祭へのマーケット機能付与、国際コンテンツ見本市出展支援、海賊版対策拠点整備等

②②ブロードバンド市場の確立ブロードバンド市場の確立
－不正利用対策、コンテンツから端末機器まで一気通貫した情報家電開発環境整備－不正利用対策、コンテンツから端末機器まで一気通貫した情報家電開発環境整備

③③デジタルシネマの普及推進デジタルシネマの普及推進
－標準化、ビジネスモデルの確立、人材育成等の検討を行うデジタルシネマ推進フォーラムの開催－標準化、ビジネスモデルの確立、人材育成等の検討を行うデジタルシネマ推進フォーラムの開催

ⅡⅡ．．生産部門を活性化し、優秀な人材を惹き付けることを目指す。生産部門を活性化し、優秀な人材を惹き付けることを目指す。

④④コンテンツ人材の育成コンテンツ人材の育成
－プロデューサー育成カリキュラム・テキストの作成、３ＤＣＧ教育カリキュラムの策定等－プロデューサー育成カリキュラム・テキストの作成、３ＤＣＧ教育カリキュラムの策定等

⑤⑤流通事業者と制作事業者の間の公正な取引環境の確立流通事業者と制作事業者の間の公正な取引環境の確立
－下請法施行に伴う競争政策の充実、モデル契約の策定等－下請法施行に伴う競争政策の充実、モデル契約の策定等

⑥⑥制作事業者による資金調達環境の整備制作事業者による資金調達環境の整備
－知的財産権信託及び信託事業会社の解禁、商品ファンド法上の許可要件の緩和、政策金融による補完等－知的財産権信託及び信託事業会社の解禁、商品ファンド法上の許可要件の緩和、政策金融による補完等
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【【例例】】テレビ番組（広告モデル）テレビ番組（広告モデル）

・映像産業の中核をなす地上波テレビ番組製作では、テレビ局が得た広告費が番組制作費
の上限となる。また、製作費は渡し切りのため、当該番組のクオリティや視聴率の結果は短
期的には、制作事業者の報酬に反映されない。

スポンサー 広告代理店

ネットワーク局キー局

芸能プロダクション番組制作会社

……
編成予算としてテレビ局が制作費の配分を決める

技術会社など

【【例例】】テレビ番組（広告モデル）テレビ番組（広告モデル）

・映像産業の中核をなす地上波テレビ番組製作では、テレビ局が得た広告費が番組制作費
の上限となる。また、製作費は渡し切りのため、当該番組のクオリティや視聴率の結果は短
期的には、制作事業者の報酬に反映されない。

スポンサー 広告代理店

ネットワーク局キー局

芸能プロダクション番組制作会社

……
編成予算としてテレビ局が制作費の配分を決める

技術会社など

スポンサー 広告代理店

ネットワーク局キー局

芸能プロダクション番組制作会社

…………
編成予算としてテレビ局が制作費の配分を決める

技術会社など

 

(2)  対応の方向性 

新しいフロンティア市場（ブロードバンド、海外市場）

の立ち上げや、デジタルシネマの普及推進、人材育成、コ

ンテンツの流通経路の多様化等を通じ、コンテンツ産業の

構造改革を進め、新産業としてのコンテンツ産業を飛躍的

に拡大させていくことが必要である。 

 

（「新産業創造戦略」より抜粋） 

コンテンツ産業発展の成功モデル

コンテンツ製作事業者
（プロデューサー、クリエイター） 権利の確保 多元的利用 収益拡大

コンテンツ創造の拡大循環

BS･CS放送 ブロードバンド放送 海外（リメイク等）

映画 地上波放送 出版、キャラクターグッズ等

コンテンツ産業発展の成功モデル

コンテンツ製作事業者
（プロデューサー、クリエイター） 権利の確保 多元的利用 収益拡大

コンテンツ創造の拡大循環

BS･CS放送 ブロードバンド放送 海外（リメイク等）

映画 地上波放送 出版、キャラクターグッズ等

コンテンツ製作事業者
（プロデューサー、クリエイター） 権利の確保 多元的利用 収益拡大

コンテンツ創造の拡大循環

BS･CS放送 ブロードバンド放送 海外（リメイク等）

映画 地上波放送 出版、キャラクターグッズ等

 

 

(3)  具体的施策 

(ア) アニメーション産業の現状 

○2001 年の市場規模は 1,860 億円 

○2002 年の市場規模は 2,135 億円 

○2003 年の市場規模は 1,912 億円 

・ＤＶＤの普及とテレビ放送番組数の増加 

・ゲームから始まったポケモンは、ＴＶ、映画、キャラク

ター商品など幅広く展開し、市場規模全体は約２兆円に

も及ぶ 

○デジタル化や海外への作業委託などにより、大幅にコス

トを削減 

・これにより、制作機能もアジア全体に拡大中 

○ポケモンのヒット以来、海外も含めたビジネス拡大の傾

向 

・米国の大手メディアも注目 

・世界のアニメ放送量の約６割が日本製 

○一方でテレビ用アニメについては、放送局との間で著作

権の帰属等をめぐって紛争も発生 

・「下請化」に対する懸念 

邦画
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（東映等４社）

映画館

洋画
製作会社
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生
産
部
門

流
通
部
門

小
売
部
門  

 

制作会社
（東映アニメ等２３５社）

映画 テレビ

製造業等

商品化権

生
産
部
門

流
通
部
門

制作会社
（東映アニメ等２３５社）

映画 テレビ

製造業等

商品化権

生
産
部
門

流
通
部
門  

 

(イ) 音楽産業の現状 

○我が国は米国に次ぐ世界第２位の音楽消費大国 

・2001 年のレコード生産額は 5,031 億円 

・2002 年のレコード生産額は 4,438 億円 

・2003 年のレコード生産額は 3,997 億円 

○レコード生産額は 1999 年以降５年連続減少 

・５年間で 30％減少 

・一方で、インディーズマーケットは急拡大 

○中小レコード店の減少（前年比 18％減）と大型店、複

合店の増加 

○オリコン史上１５年ぶりにミリオンセラーがない一方

で、ロングセラーの増加 

○ネット配信の開始 

・「着メロ」ビジネスの成功（市場規模 1999 年約 100 億円

→2003 年約 1,300 億円） 

○Ｐ２Ｐ（ナップスター、グヌーテラ等）問題 

・我が国では個人による配布行為も「著作権法」違反 

・複製防止ＣＤ発売 
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○国際展開への期待 

・アジアに拡がる海賊版問題への対策強化（中国レコード

市場の９割、台湾市場の５割は海賊版） 

・海外展開の阻害要因となっている並行輸入に対応した、

レコード業界の輸入権創設要望 

著作者
実演家

レコード会社
（エイベックス等約２５社）

レコード店
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(ウ) ゲーム産業の現状 

○ソフトの生産額は米国と並び世界のトップ 

・2001 年国内市場規模はハード 2,449 億円、ソフト 3,685

億円 

・2002 年国内市場規模はハード 1,646 億円、ソフト 3,367

億円 

・2003 年国内市場規模はハード 1,372 億円、ソフト 3,090

億円 

・2001 年輸出額はハード 7,189 億円、ソフト 2,532 億円 

・2002 年輸出額はハード 6,480 億円（世界トップ。ＰＳ

２は世界で累計 2,500 万台出荷）、ソフト 2,255 億円 

・2003 年輸出額はハード 5,861 億円、ソフト 1,993 億円 

○生産額は 1998 年以来６年連続減少傾向 

・国内ソフトウエア出荷規模は、2002 年には対前年比

9.3％減 

○業界のプレイヤーが大きく交替 

・セガがゲーム機から撤退 

・マイクロソフトがゲーム機ビジネスへ参入 

○制作費の高騰 

・総制作費が 30 億円を越える作品も 

○携帯電話等への配信、ネットゲームの登場 

・特に韓国はネットゲームの分野で先行しており、世界市

場の３割を占めている 

○中古ソフト販売問題 

・最高裁判決で中古ソフト販売は「合法」 

(エ) 出版産業 

○市場規模は、1997 年以降連続減少傾向（2003 年 22,278

億円） 

・ピーク時（1996 年）に比べ 16％マイナス 

○新刊発行点数及び返品率の急増 

・2001 年の書籍新刊点数は 69,000 点（１日平均 189 点） 

・2002 年の書籍新刊点数は 72,055 点（１日平均 197 点） 

・2001 年の書籍返品率は 39.1％、2002 年の書籍返品率は

37.7％ 

○書店の構造変化（中小書店の減少） 

・年間 1,000～1,300 の中小書店が廃業、年間 500～600

の大型書店が出店 

・新古書店、マンガ喫茶等の出現 

○最近のトピック 

・ハリーポッター第４巻は発売３週間で 310 万部 

・2002 年 11 月「少年ジャンプ」英語版発行 

・2003 年３月、中間法人出版インフラセンター内に、Ｉ

Ｃタグ技術協力企業コンソーシアム設置（2005 年度内

をめどに実用化を目標） 
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２．海賊版の撲滅による海外市場への展開 

(1)  現状 

アニメ、ゲーム、マンガなど我が国のコンテンツはアジ

アを中心に強い競争力を有している一方、海賊版の横行に

よって正規版による海外展開が困難な状況である。他方、

アジア諸国のコンテンツ産業のレベルも向上しており、国

際的交流によってさらに競争力のあるアジア・コンテンツ

産業が創出される可能性が高い。 
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(2)  対策 

中国・韓国・台湾のコンテンツ担当部局に海賊版取締り

強化の働きかけを行う（「対中官民合同ミッション」（2002

年 12 月北京にて開催。団長は森下松下電産会長。）、「日中

韓三カ国コンテンツ産業シンポジウム」（2002 年 12 月上

海にて開催）、「日台ホットライン」（2002 年度に立ち上

げ））とともに、各国間業界交流の促進と海外の海賊版情

報の収集・提供のための現地組織・仕組み（「コンテンツ

海外流通促進機構」を 2002 年８月２日に立ち上げ）を構

築した。また、2004 年度から海賊版対策が特に必要な北

京、上海に海賊版対策となる事務所を開設し、当該事務所

を中心として、海賊版に係る情報収集、情報発信、研修事

業、企業相談等を実施した。 

表：アジア諸国と日米のレコード市場規模と海賊版率 

10%未満約1兆7435億~
1兆9372億円

米国

10%未満約6830億~
7859億円

日本

10~25%約384億~
461億円

韓国

50%約442億円台湾

10~25%約140億~
168億円

香港

90%約980億円中国

海賊版率市場規模(推定)

国際レコード産業連盟調査(2001年実績暫定版)より
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海賊版率市場規模(推定)
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日本
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50%約442億円台湾

10~25%約140億~
168億円

香港

90%約980億円中国

海賊版率市場規模(推定)

国際レコード産業連盟調査(2001年実績暫定版)より  

 

３．コンテンツビジネスアジア連携研究会 

(ア) アジア・コンテンツ産業における発展の可能性 

＜アジアにおけるコンテンツ産業発展の課題＞ 

 高い成長率の見込まれるアジア・コンテンツ産業ではあ

るが、解決すべき課題も残されている。とりわけ、知的財

産保護に向けた環境整備をいかに進めていくかというこ

とは大きな問題である。 

音楽分野における海賊版侵害率（2004 年） 

80％以上 50％以上 25－50％ 10－24％ 10％未満

中国 

インドネ

シア 

インド 

マレーシア 

パキスタン 

フィリ 

ピン 

台湾 

香港 

韓国 

タイ 

日本 

シンガ 

ポール 

（国際レコード産業連盟「The Recording Industry 2005 

Commercial Piracy Report」） 

 

アジアにおける海賊版対策として、我が国は、国際知的

財産保護フォーラム、政府間協議などを活用し、各国に対

し、著作権に係る刑事罰の強化や適用に向けた手続簡素化

等を要請している。さらに、エンフォースメントに関し、

著作権に加え商標権侵害に対しても実効力のある対策を

講じるため、経済産業省、文化庁、警察庁、コンテンツ海

外流通促進機構参加団体、ＪＥＴＲＯなどを中心に「日本

コンテンツ海外流通マーク（ＣＪマーク）」を諸外国で商

標登録出願している。 

ＣＪマークによる商標権侵害手段の開発 

真正品

マーク付与

そのままコピーした場合

商標権侵害（商標法違反） 著作権侵害（著作権法違反）

マークを切除した場合

16年9月発表。現在、

中国をはじめ諸外国
に商標権を出願中。

（香港・台湾は登録済）

真正品

マーク付与

そのままコピーした場合

商標権侵害（商標法違反） 著作権侵害（著作権法違反）

マークを切除した場合

16年9月発表。現在、

中国をはじめ諸外国
に商標権を出願中。

（香港・台湾は登録済）

 

こうした施策の他、本研究会では人材育成によって、現

地におけるコンテンツビジネスのエキスパート養成を通

じた著作権保護意識の啓発や、テクノロジーの活用による

著作権侵害の防止などについても可能性が指摘されてい

る。 

例えば通信カラオケのようなテクノロジーの導入を図

ることにより、著作権料徴収に向けた市場環境整備を促す

試みや、オンラインゲーム事業を展開することにより、よ

り確実な課金・徴収を行おうとする手法が有効とされてい

る。 

また、コンテンツビジネスの市場開放度について見ると、

例えば、日本、シンガポール、タイ、フィリピン、マレー

シア、インドネシアがＧＡＴＳ（サービスの貿易に関する

一般協定）でサービス貿易自由化を約束している分野は次

のように限定されている。文化保護的側面もあるものの、

今後はＷＴＯや二国間経済連携協定を通じてこれらの約

束分野を拡大することに加え、最恵国待遇の相互譲与や国

際的制度ハーモニゼーションを各国間で進めていくこと

が求められている。 

(イ) アジアにおけるコンテンツ産業連携に向けて 

 (A)  アジアにおける文化関連財の輸出入動向 

アジア地域における経済成長に伴う、ヒト・カネ・モ

ノの移動に加えて、文化関連財の取引も顕著に活発化し

ている。我が国は、この 10 年間において貿易量は５億

８千万ドルから 21 億６千万ドルへと 3.7 倍に拡大して
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いる。なお、中国は 4.7 倍、ＮＩＥｓは 3.7 倍、ＡＳＥ

ＡＮ４は 1.9 倍である。いずれの地域間についても大幅

に文化関連財取引が増加していることがわかる。 

 (B)  アジアにおけるコンテンツ産業連携の広がり 

  (a)  コンテンツ輸出入 

前項(A)でみられた文化関連財の取引増加と同様、

アジア地域のコンテンツ産業においても貿易は拡大

している。日本とアジア諸国とのコンテンツ輸出入量

をみると、2003 年にはアジア向けコンテンツ輸出が

約 315 億円、アジアからのコンテンツ輸入が約 170

億円の規模となっている。 

日本とアジア間のコンテンツ輸出入推移 

（単位：百万円）

11,724

31,824 31,470

15,715 16,410 17,020

0

5,000

10,000

15,000
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30,000

35,000

2001年 2002年 2003年

輸出（アジア）

輸入（アジア）

 

 

  (b)  コンテンツ見本市における人的交流 

また、アジアにおいてはコンテンツ産業における人

的な交流も深まりを見せており、2004 年に日本で開

催されたコンテンツ見本市であるＴＩＦＣＯＭ、東京

ゲームショウにおいて、多数のアジア諸国からのコン

テンツ関係者が来場しており、それぞれ海外来場者の

90％、80％を占めている。 

  (c)  日本におけるアジア・コンテンツ 

アジア・コンテンツの日本における流通も増加して

おり、テレビ放送や映画館での上映のほか、東京国際

映画祭のイベントである「アジアの風」においては、

アジア各国の作品が出展されており、その数も増加基

調にある。 

日本でヒットしたアジア映画

製作国 作品 監督 興収

猟奇的な彼女 クァク・ジェヨン ４．９億円

おばあちゃんの家 イ・ジョンヒャン ０．８億円

ボイス アン・ビョンギ ８．６億円

北京ヴァイオリン チェン・カイコー ０．７億円

ＨＥＲＯ チャン・イーモウ ４０．５億円

the EYE [アイ] オキサイド・パン １億円

インファナル・アフェア アンドリュー・ラウ ４．２億円

韓国

中国

香港

                     （2003 年） 

 

 

製作国 作品 監督 興収

殺人の追憶 ポン・ジュノ ３．５億円

スキャンダル イ・ジェヨン ９億円

シルミド カン・ウソク ５．５億円

ブラザーフッド カン・ジェギュ １５億円

誰にでも秘密がある チャン・ヒョンス ８億円

僕の彼女を紹介します クァク・ジェヨン ２０億円

中国 ＬＯＶＥＲＳ チャン・イーモウ ２３億円

インファナル・アフェア２ アンドリュー・ラウ ２億円

2046 ウォン・カーウァイ ７．８億円

アタック・ナンバーハーフ２ ヨンユット・トンコントーン １億円

マッハ！ プラッチャー・ピンゲーオ ８億円

香港

タイ

韓国

                     （2004 年） 

 

製作国 上映本数 製作国 上映本数

中国 4 中国 5
台湾 6 台湾 2
韓国 3 香港 13
タイ 1 　 韓国 5

フィリピン 1 タイ 2
シンガポール 1 フィリピン 3

インド 1 インドネシア 1
17 マレーシア 2

インド 2
35

【２００４年（第２回）】【２００３年（第１回）】

『アジアの風（Winds of Asia)』部門・国別作品数

 

  (d)  世界におけるアジア・コンテンツ 

アジアのコンテンツに対する認知や評価は世界的

にも高まっており、世界三大映画祭においてもアジア

から受賞作品が増加している。 
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海外映画祭におけるアジア映画の受賞実績 

（過去５年間） 

【カンヌ映画祭】

賞 作品 製作国 監督（又は俳優）

２００５年（第５８回） 審査員賞 シャンハイ・ドリームズ 中国 ワン・シャオシュアイ

グランプリ オールド・ボーイ 韓国 パク・チャヌク

審査員賞 トロピカル・マラディ タイ アビチャッボン・ウィーラサタクン

最優秀男優賞 誰も知らない 日本 柳楽優弥

最優秀女優賞 クリーン 香港 マギー・チャン

２００３年（第５６回） 審査員賞 午後の５時 イラン サミラ・マフマルバフ

２００２年（第５５回） 監督賞 酔画仙 韓国 イム・グォンテク

２００１年（第５４回） 国際批評家連盟賞 回路 日本 黒沢清

【ヴェネチア映画祭】

賞 作品 製作国 監督（又は俳優）

特別監督賞（銀獅子賞） 空き家 韓国 キム・キドク

技術貢献賞（オゼッラ賞） ハウルの動く城 日本 宮崎駿

２００３年（第６０回） 特別監督賞（銀獅子賞） 座頭市 日本 北野武

特別監督賞（銀獅子賞） オアシス 韓国 イ・チャンドン

新人俳優賞 オアシス 韓国 ムーン・ソリ

最優秀女優賞 クリーン 香港 マギー・チャン

２００１年（第５８回） グランプリ（金獅子賞） モンスーンウェディング インド ミーラ・ナイール

グランプリ（金獅子賞） チャドルと生きる イラン ジャファル・バナヒ

特別監督賞（銀獅子賞） Uttara インド Buddhadeb Dasgupta

最優秀アジア賞 プラット・ホーム 香港他 ジャ・ジャンクー

【ベルリン映画祭】

賞 作品 製作国 監督（又は俳優）

審査員グランプリ（銀熊賞） 孔雀 中国 顧長衛

芸術貢献賞（銀熊賞） The Wayward Cloud 台湾 蔡明亮

アルフレッド・バウアー賞 The Wayward Cloud 台湾 蔡明亮

２００４年（第５４回） 監督賞（銀熊賞） サマリア 韓国 キム・キドク

２００３年（第５３回） アルフレッド・バウアー賞 ＨＥＲＯ 中国 チャン・イーモウ

２００２年（第５２回） グランプリ（金熊賞） 千と千尋の神隠し 日本 宮崎駿

２００１年（第５１回） 監督賞（銀熊賞） Ai ni ai wo 台湾 リン・チェンシン

２００５年（第５５回）

２００４年（第５７回）

２００４年（第６１回）

２００２年（第５９回）

２０００年（第５７回）

 

  (e)  事業展開 

このように我が国コンテンツ産業とアジアとの間

では、全体的に輸出入の増加傾向が見られるとともに、

人的な交流も進んでいることがわかる。また、取り組

み方も深化・多様化しており、完成された作品を輸出

する形態から、共同制作や現地拠点を設置する形態等

様々な方法が試みられている。 

《アジア間の交流深化の事例》

○輸出型（自国発コンテンツが海外に輸出され現地に浸透するケース）
・中国アーティスト「女子十二楽坊」が日本でヒット。アルバムは日本で200万枚以上の売上げ。
・映画「Love letter」（日本→中・韓・台）がアジアでヒット。ロケ地小樽にはアジアから観光客が倍増。

○共同制作型（製作段階から共同でプロジェクトを実施するケース）
・映画「力道山」：韓国映画だが、日本人スタッフ、俳優が起用されている。韓国で140万人を超える大ヒット。
・映画「ソウル」（日韓）：TOKIO長瀬智也が主演した日韓合作映画。
・映画「最後の恋、初めての恋」（日中）：渡部篤郎主演の日中合作映画。
・映画「千里走単騎」：中国映画（チャンイーモウ監督）、高倉健、中井貴一等日本人俳優を起用。
・韓国のアニメ製作会社「DR－MOVIE」は、その優れた３Ｄ技術から「ジブリ」「マッドハウス」など日本の製作

会社からの継続的な受注を受けている。
・日韓両国で連載されていたコミック「新暗行御史」は、日韓両国企業による共同製作によりアニメ映画化され

るなど、共同製作も進みつつある。

○現地進出型（当初から現地市場への展開を目指したビジネス展開）
・BoA：韓国SMｴﾝﾀﾃｲﾝﾒﾝﾄ社とｴｲﾍﾞｯｸｽがﾗｲｾﾝｽ契約。日韓両市場での展開を前提とした市場展開。
・集英社、小学館、小学館プロダクションは、3社共同して海外事業を推進するため、在米子会社を合併し、本
年4月に新会社をサンフランシスコに設立することを発表。（2005年1月）

 

(ウ) アジアにおけるコンテンツ産業連携に向けた環境整

備の必要性 

このように、アジアにおけるコンテンツ産業が発展して

いくためには解決すべき課題が残されているものの、今後

急速に成長していくことは必至であり、また、そうした市

場の動きは既に顕在化しつつある。日系コンテンツ関連各

事業者による取組も積極的かつ多角的なものとなってい

る。 

これまで日本のコンテンツ産業界の海外市場展開は、国

内市場が比較的大きいこともあり必ずしも積極的な取組

が行われてこなかったと指摘されることも多い。しかしな

がら、常に世界市場を組み込んで事業設計がなされている

米国ハリウッドはもちろんのこと、近年では欧州・アジア

諸国の多くが、コンテンツ産業の産業間・地域間における

波及効果に着目して積極的に国際展開に取り組んでいる。 

アジア地域においては、コンテンツ市場の成長性が確か

なものとなりつつあるだけでなく、日本のコンテンツに対

する受容性も高いことから、日本コンテンツ産業が更なる

飛躍を遂げるためにもアジア地域に重点を置いた海外展

開を一層積極化させるべきである。 

その際、日本コンテンツ産業のアジア諸国に対する輸出

促進に加えて、アジア各国は相互に文化的親和性が欧米に

比べて高いと考えられることから、互いに連携し補い合う

ことによる大きな相乗効果が期待される。こうした連携を

円滑にしていくための基盤整備を各国が共同で行ってい

くことが必要であり、これが実現すれば、アジアが世界の

コンテンツ市場をリードしていくことも十分考えられる。 

「新産業創造戦略 2005」においても、日本コンテンツ

の海外展開が進む中、新たに「韓流」をはじめアジア・コ

ンテンツの日本流入拡大など、アジア規模での市場融合が

進展する一方、各国の不透明な規制・商慣行を相互協力に

より解決し、戦略的なアジアとの連携・協業を進めること

が必要であること等が指摘されている。 

今後、アジア地域のコンテンツ産業が連携し、飛躍的な

発展を目指していくための具体的な方策について、「５つ

の対応の方向性」として提示することとしたい。 

 (A)  コンテンツ国際共同製作の推進 

アジアにおいては国によって諸外国コンテンツの流

入に際して、量的あるいは質的な規制を施しているとこ

ろもあり、国際共同制作はこうした状況を拡大均衡に向

けて解決していく有効な解決手段であるといえる。また、

国際共同制作を通じて、我が国コンテンツ産業界にとっ

ても国際ビジネスにおけるノウハウの蓄積や人材育成

が期待できるといえる。 

しかし、コンテンツの国際共同制作を実施するための

環境が整備されているとは言い難い。本研究会において
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も多数の委員から指摘されたが、各国におけるコンテン

ツ制作に携わる人材や各種窓口機関及びロケ地利用の

ための手続など、共同制作に必要となる基本的な情報提

供の仕組みが未整備となっている。 

今後、アジアにおけるコンテンツの国際共同製作を推

進するため、こうした環境整備を進めるとともに、流通

促進、資金調達等まで含めた積極的な対策を進め、各国

との協力関係を構築していくこととする。 

 (B)  人材育成・人材交流の推進 

（財）海外技術者研修協会（ＡＯＴＳ）による研修ス

キームを活用し、コンテンツ分野における研修を中国向

けに実施したところ、多くの参加者から非常に有意義で

あったとの反響が寄せられている。 

韓国や中国、台湾等においては、人材育成を重要な課

題と位置づけているが、他のアジア諸国においても同様

のニーズが高まっていくことが予想される。 

今後は更に多角的な視点から日本とアジア諸国双方

にとってメリットのある形でコンテンツ分野における

人材育成協力の在り方を模索する必要がある。とりわけ

アジア各地のコンテンツ産業は発展度合いや構造が異

なっているため、ニーズに即したきめ細かい人材育成パ

ッケージの考案が不可欠であろう。加えて、プロデュー

サー、クリエーター、知的財産保護、等様々な領域を視

野に入れた人材育成が必要である。 

 (C)  コンテンツ市場の充実・拡大 

2004 年度より我が国コンテンツ関連事業者による出

展を支援すべく、各種見本市に対する出展支援事業を実

施している。 

今後は、アジア地域におけるコンテンツ見本市増加の

状況にかんがみ、各国コンテンツマーケット間の連動・

連携を図ることにより、互いにとって競争を有益なもの

としながら、アジア地域におけるコンテンツ国際取引市

場を充実・拡大するための工夫が必要となる。具体的に

はマーケット間で開催概要や作品・人材等に関する情報

交換を行うほか、企画・作品等の共有や共同プロジェク

トの推進、開催時期の補完的調整等により互いのマーケ

ットを充実化させること等が求められる。 

 (D)  コンテンツ貿易投資環境の整備 

投資やサービス貿易を行ううえで、マーケットアクセ

ス確保の障壁となる制度等に関しては、相互に継続的に

改善をしていく努力が必要である。 

また、コンテンツ事業者にとってアジアにおける国際

ビジネスを推進していくうえで大きな問題となるのは

債権回収等のリスクをいかにして回避するかという点

である。2003 年には知的財産権等ライセンス保険（知

財保険）が創設されるなどこうした課題に対する施策も

進められている。既にアニメビジネスにおいて、知的財

産権を対象とする保険を担保として融資が行われると

いったケースが現れており、こうした信用力補完スキー

ムがアジア諸国においても稼動していくよう働きかけ

ていくことは有効な手段の一つである。 

 (E)  コンテンツ産業に係る情報共有 

アジアにおけるコンテンツ国際連携を深めていくた

めの最も基本的な協力体制づくりに向けた試みとして、

上記のような各種市場関連データの共有を数か国間の

レベルから拡大し、アジアにおける主要各国間のレベル

で実現できるようにしていくことが重要である。 

また、市場関連データのみならず、各国コンテンツ産

業界における人材、プロジェクト等に関する情報につい

ても共有・交換に向けた環境整備が求められる。本研究

会における委員の指摘として、例えば韓国では映画業界

における人材紹介のための連絡ネットワークが整備さ

れており、共同制作等国際ビジネスを推進するうえで非

常に有効であったとのことである。今後は、国内におけ

る情報整備と同時に国際間における情報共有に向けた

工夫と対話が不可欠である。 
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